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６月の有効求人倍率は０・６２倍と、前月と同水準 

 鹿児島県の本年６月の有効求人倍率は０．６２倍となり、前月と同水準とな

りました。 

 新規求人は、前年同月に比べ、運輸業（１８．８％増）、卸・小売業（１８．

６％増）、医療・福祉業（１４．６％増）などが増加し、全体では６．６％の

増加となりました。 

 また、新規求職者については、前年同月に比べ離職求職者（５．４％減）な

どの減少により、全体では０．９％の減少となりました。 

 なお、ハローワークの紹介による就職件数は前年同月比で６か月連続で増加

しています。 

 今後の雇用失業情勢については、求人の緩やかな増加傾向は続き、求職者に

も落ち着きが見られることから堅調に推移すると思われますが、求人・求職の

動向に注視しながら、就職促進に努めていきたいと考えています。 

                       （職業安定部職業安定課） 

 

有効（新規）求人倍率の推移 
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来春卒業予定の高校生の求職動向等について 

 鹿児島労働局では、毎年５月１５日現在の高校生の求職動向を調査していま

すが、卒業予定者数の減少（前年度比１，４１１人減）に伴い、来春卒業予定

の就職希望者は、前年度に比べ４５６人減少し６，０７６人となり、又、県内

就職希望者も５４３人減少し３，５６７人となっています。 

 優秀な人材を地元鹿児島に定着させるためにも、各ハローワークに配置され

ている若年者ジョブサポーター等による県内求人の早期確保・開拓に努めると

ともに、１１月２１日には「かごしまアリーナ」で「高校生のための就職面接

会」を予定しており、一人でも多くの高校生が就職できるよう支援をしてまい

ります。 

                       （職業安定部職業安定課） 

 

「第１回新規高卒者就職支援担当者連絡会」を８月１日に開

催予定 

厳しい就職環境にある新規高卒者の就職活動を支援するための取組みとし

て、国の「若年者ジョブサポーター」と、県の「キャリアアドバイザー」、「就

職支援教員」の２５名が一堂に会し意見交換を行う「第１回新規高卒者就職支

援担当者連絡会」を、８月１日（火）県庁会議室で開催する予定としています。 

 会議においては、「高校生の早期離職に対する問題点」、「就業意識の向上

を図る取組み」等について意見交換を行い、三者がより一層の情報の共有化、

連携に努め、高校生への就職支援を充実させることを確認することとしていま

す。 

（職業安定部職業安定課） 

       

パッケージ事業に阿久根市と与論町が新たに採択されま 

した 

 雇用創造の効果の高い事業に取組む市町村を支援する厚生労働省の委託事

業であるパッケージ事業に阿久根市と与論町が新たに採択され、今後３ヶ年事

業委託をすることとなりました。その内容は以下のとおりです。 

（阿久根市）・・・フレッシュフード産業の育成による雇用創出 

食の関連産業に係る中核人材や担い手を育成することにより、地域における

雇用創出を図るものです。 

３ヶ年間の委託総額は７，４００万円。雇用創出効果として１年目２２人、

２年目３６人、３年目５６人の計１１４人の雇用創出を見込んでいます。 

事業概要は「アクネうまいネ自然だネ」の統一ブランドを活用し、 

（１）コンサルティングによる地元特産品を活かした雇用創出支援事業の実施。 

（２）食品加工、体験型観光、観光農園に係るセミナー・研修の実施。 
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（３）Ｕ・Ｉターン促進と連動した就業相談コーナーの設置。 

（与論町）・・・島の地域資源特性を活かしたオンリーワンの産業づくりによ

る雇用機会の創出 

  与論町地域雇用創造促進協議会（与論町、漁協、農協、観光協会、建設業

協会や及び民間グループ）が事業主体となり、同事業を推進します。 

委託総額は３，７００万円。雇用創出効果として１年目３１人、２年目３４

人、３年目３９人の計１０４人の雇用創出を見込んでいます。 

事業概要は 

（１）地域資源を活用した観光サービスを企画・提供する専門的な人材育成。 

（２）SOHO（IT を活用した従業員 10 人以下程度規模の事業者）等情報産

業を起業できる人材育成等。 

（３）団塊の世代を対象にしたＵ・Ｉターン者の誘致。  
現在、鹿児島県内で同事業を委託しているのは、伊佐地区（大口市・菱刈町）、

奄美市、瀬戸内町を合わせた６市町となりました。 

（職業安定部職業対策課） 

 

U・Ｉターンフェア “かごしま”& 県内就職合同面接会

の開催 

８月１１日（金）に「Ｕ・Ｉターンフェア“かごしま”& 県内就職合同面

接会」を鹿児島市与次郎の「かごしま国際ジャングルパークベイサイドガーデ

ン」にて開催します。 

昨年は、１００社が参加、会場には４６１人が訪れ、４０人がこのフェアを

利用して就職を決めました。 

 なお、９月から１１月にかけて障害者や高校生のための「就職面接会」を開

催することとしており、引き続き、就職希望者や企業のニーズを踏まえながら

雇用情勢の改善を図って参ります。 

（職業安定部職業対策課） 
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鹿児島地域産業労働懇談会を７月１８日に開催 

 ７月１８日、グリーンホテル錦生館おいて、鹿児島地域産業労働懇談会を開

催しました。同会には、経営者団体から鹿児島県経営者協会永山副会長、鹿児

島県商工会議所連合会岡崎副会長、鹿児島商工会連合会森会長、鹿児島県中小

企業団体中央会肥後副会長に出席いただき、労働局から平成１８年度の行政運

営方針等を説明の後、非正規労働者の増加、若年者雇用の問題等について意見

交換が行われました。 

意見交換の中では、各種助成金や雇用確保のための制度等の周知を積極的に

行ってほしい、若年者問題の解決に向け学校教育等の場で職業感を培うことが

大切であるなどの意見が出されました。 

（総務部企画室） 

 

鹿児島労働安全衛生大会を７月３日に開催  
１日から始まった全国安全週間に合わせ、７月３日（月）に鹿児島市の鹿児

島市民文化ホールで、県内各事業場の代表者、安全衛生担当及び関係労働者ら

約８００名が参加し、「鹿児島労働安全衛生大会」を開催しました。 

大会では、事業場及び地域において災害防止や健康確保に努力された企業及

び個人に対する表彰、体験発表や特別講演が行われ、最後に「職場にある労働

災害の芽（リスク）を事前に摘み取るために必要な措置を講ずるリスクアセス

メントを、労使一丸となって実施することが重要」とする大会宣言が採択され

ました。 

受賞者は、次のとおりです。 

厚生労働大臣表彰 

＜功績賞＞瀬戸山史郎（社団法人鹿児島県医師会産業保健担当理事） 

〃  牧野正興（独立行政法人国立病院機構鹿児島医療センター副院長） 

鹿児島労働局長表彰 

＜奨励賞＞鹿児島中央畜産株式会社（鹿児島市） 

 〃  九州昭和産業株式会社志布志工場（志布志市） 

 〃  株式会社瀬戸産業本社工場（阿久根市） 

 〃  ヤマグチ株式会社（霧島市） 

 〃  株式会社大勝組（大島郡和泊町） 

＜功績賞＞伊地知和也（国立大学法人鹿児島大学工学部教授） 

 〃  関秀正（五洋建設株式会社南九州支店安全品質環境部長）  

 〃  諏訪健筰（社団法人建設荷役車両安全技術協会鹿児島県支部長） 

 〃  吉田英和（元鹿児島県労働基準協会大島支部事務局長） 

 

                      （労働基準部安全衛生課） 
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熱中症の予防対策の徹底について関係団体に要請 

全国的に例年、夏期において建設業、林業などの屋外作業を中心に熱中症が

発生し、毎年十数件の死亡災害が発生する中、鹿児島県内においても、７月８

日から１３日にかけて、垂水市、薩摩郡さつま町、南さつま市において労働者

５名が熱中症にり患する重大災害等が発生していることから、鹿児島労働局は、

７月１４日、県内における熱中症の予防対策の徹底を図るため、「平成１７年

熱中症による死亡災害発生状況（全国及び鹿児島県）」及び「熱中症の防止対

策」を添付した文書により、関係事業者団体に対し周知徹底を図るよう要請を

行いました。また、各労働基準監督署に対しても管内事業場に対し周知･指導

を図るよう指示しました。 

 鹿児島労働局、各監督署では、屋内作業において高温環境下で熱中症に対す

る危険性についての認識がないまま作業が行われ、熱中症が発生している事例

が認められることから、屋内作業を行う事業場の関係者に対しても広く警告し

ていくこととしています。 

                      （労働基準部安全衛生課） 

 

「ポジティブ・アクション普及促進セミナー」を６月２９日

に開催～セミナー席上、均等推進企業表彰を行いました～ 

 「ポジティブ・アクション普及促進セミナー」を６月２９日（木）、鹿児島

市で開催し、企業の人事労務担当者、女性労働者等約１５０名の参加がありま

した。当日は、「女性の能力発揮を促進するための積極的取組（ポジティブ・

アクション）を推進している企業」に対する表彰を行い、（株）富士通鹿児島

インフォネットに鹿児島労働局長奨励賞を授与しました。表彰に引き続き同社

より取組事例として「女性の採用拡大（男女公正な評価）」「職域拡大（就業

への意欲）」「経営者と女性社員の語る会を実施」「職場環境・風土の改善」

等の発表がありました。続いて、成城大学法学部教授の奥山明良氏を講師に招

き、「これからの企業社会と女性の能力発揮－ポジティブ・アクションが経営

にもたらす効果－」と題して、ポジティブ・アクションは女性だけでなく、男

性も、そして企業も利益を受ける取組であるなどその必要性・重要性について

講演が行われました。                 

（雇用均等室） 

  
          《表彰式》       《講 演》  
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男女雇用機会均等法が変わります！！ ～平成１９年４月

１日スタート～ 

 職場に働く人が性別により差別されることなく、また、働く女性が母性を尊

重されつつ、その能力を十分発揮することができる雇用環境を整備するため、

性別による差別禁止の範囲の拡大、妊娠等を理由とする不利益取扱いの禁止等

を定めた改正男女雇用機会均等法が６月２１日公布され、来年４月１日から施

行されます。改正均等法に基づく省令や指針は今後定められます。（別紙参照） 

                            （雇用均等室） 

 

７月１１日、県議会文教商工観光労働委員会による行政視察

の実施 

７月 11 日にハローワーク鹿屋において、県議会文教商工観光労働委員会に

よる行政視察が実施されました。 

視察の目的である調査事項の「肝属地域の雇用の現状・課題・支援の状況」

について、ハローワーク鹿屋から管内の雇用の現状と課題等の説明を行い、鹿

屋地区の特徴などについて意見交換を実施しました。 

委員からは今回の意見交換の内容を受けて、県内における雇用の受け皿確保

のため企業誘致を図り地域雇用対策の推進や、教育部門にも関わっているので、

高校生を始めとする若年者の企業への定着を高めるためにも、低学年から生産

の喜びを味わうことの重要性を含め、本日の意見交換を今後の審議会に役立て

たいと話がありました。 

                       （鹿屋公共職業安定所） 

 

  

 


